
（別紙１） 

業務区分 
①産業・民生部門を対象と

した設備導入事業 

②利子補給による設備導入

事業 

③低炭素型車両・設備導入

事業 

対象とする補助

事業及びその実

施件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成 24年度＞ 

・家庭・事業者向けエコリ

ース促進事業（78件） 

・物流の低炭素化促進事業

（4件） 

・省エネ自然冷媒冷凍等装

置導入促進事業（16件） 

・廃棄物エネルギー導入・

低炭素化促進事業（4件） 

・電動式塵芥収集車導入補

助事業（7件） 

・先進対策の効果的実施に

よる業務 CO2 排出量大幅削

減事業（9件） 

・温泉エネルギー活用加速

化事業（6件） 

＜平成 25年度＞ 

・家庭・事業者向けエコリ

ース促進事業（118件） 

・省エネ型ノンフロン整備

促進事業（98件） 

・廃棄物エネルギー導入・

低炭素化促進事業（5件） 

・電動式塵芥収集車導入補

助事業（2件） 

・先進対策の効果的実施に

よる業務 CO2 排出量大幅削

減事業（50件） 

・温泉エネルギー活用加速

化事業（1件） 

 

計３９８件 

 

＜平成 24年度＞ 

・環境配慮型経営促進事業利

子補給金（117件） 

＜平成 24年度予備費＞ 

・環境配慮型設備投資緊急支

援利子補給金交付事業（31

件） 

＜平成 25年度＞ 

・環境配慮型経営促進事業利

子補給金（116件） 

・地域低炭素投資促進ファン

ド創設事業（うち利子補給事

業分）（17件） 

 

計２８１件 

 

＜平成 24年度＞ 

・先進的次世代車普及促進

事業（5件） 

・特殊自動車における低炭

素化促進事業（73件） 

・マイカー規制による低炭

素化促進事業（2件） 

＜平成 25年度＞ 

・先進的次世代車普及促進

事業（1件） 

・特殊自動車における低炭

素化促進事業（76件） 

・マイカー規制による低炭

素化促進事業（7件） 

 

計１６４件 

 

 

 

 

 

 

検証・評価を行

う補助事業の件

数 

環境省が指定する３６０件

程度 

 

環境省が指定する１５０件

程度 

 

環境省が指定する１００件

程度 

 



 
 

検

証

・

評

価

項

目 

必須検証・

評価項目 

 

 

 

ア 二酸化炭素削減効果 

イ 導入設備等の稼働状

況・管理状況 

ウ 検証・評価に基づく改

善対策提案 

エ 環境省に提出される事

業報告書のとりまとめ 

オ 外部識者等による評価

委員会の設置・開催 

 

※先進対策の効果的実施に

よる業務 CO2 排出量大幅

削減事業については、上

記アとウを行う必要はな

い。 

ア 二酸化炭素削減効果 

イ 導入設備等の稼働状

況・管理状況 

ウ 検証・評価に基づく改善

対策提案 

エ 環境省に提出される事

業報告書のとりまとめ 

オ 外部識者等による評価

委員会の設置・開催 

ア 二酸化炭素削減効果 

イ 導入設備等の稼働状

況・管理状況 

ウ 検証・評価に基づく改

善対策提案 

エ 環境省に提出される事

業報告書のとりまとめ 

オ 外部識者等による評価

委員会の設置・開催 

提案検証・

評価項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 必須項目に示した検

証・評価により収集した

データやその他の情報、

知見を活用し、環境省の

政策（地域経済の活性化、

低炭素地域づくり、低炭

素・循環、自然共生社会

の創出、雇用等経済効果

など）を踏まえた、今後

の政策や制度並びに支援

策等に活用できる検証・

評価項目を１テーマ以上

提案し、その項目につい

て検証・評価 

※本事業区分においては、

単一又は複数の対象とす

る補助事業毎に項目を提

案しても可 

イ 外部識者等による評価

委員会の設置・開催 

ア 必須項目に示した検

証・評価により収集したデ

ータやその他の情報、知見

を活用し、環境省の政策

（地域経済の活性化、低炭

素地域づくり、低炭素・循

環、自然共生社会の創出、

雇用等経済効果など）を踏

まえた、今後の政策や制度

並びに支援策等に活用で

きる検証・評価項目を１テ

ーマ以上提案し、その項目

について検証・評価 

※本事業区分においては、

単一又は複数の対象と

する補助事業毎に項目

を提案しても可 

イ 外部識者等による評価

委員会の設置・開催 

 

ア 必須項目に示した検

証・評価により収集した

データやその他の情報、

知見を活用し、環境省の

政策（地域経済の活性化、

低炭素地域づくり、低炭

素・循環、自然共生社会

の創出、雇用等経済効果

など）を踏まえた、今後

の政策や制度並びに支援

策等に活用できる検証・

評価項目を１テーマ以上

提案し、その項目につい

て検証・評価 

※本事業区分においては、

単一又は複数の対象とす

る補助事業毎に項目を提

案しても可 

イ 外部識者等による評価

委員会の設置・開催 

採択件数 １件 １件 １件 


